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かにすることである。本章では，第 1 節で本論文の背景および問題意識，第 2 節
で本論文の概要と期待される貢献，第 3 節で本論文の構成を述べる。  
 
1.1 背景および問題意識  
 いかなる組織においても，成果を生み出し戦略を実現するために，管理会計シ
ステムの活用は不可欠である (Anthony and Govindarajan 2007; Merchant and 





と戦略の関係は双方向的であることも示されている (Jørgensen and Messner 




 Kaplan and Norton (1996)によって提唱され発展してきたバランスト・スコア
カード (BSC)をはじめとして，業績管理システムの指標の多様化が進んでいる。
非財務指標を組み入れた業績管理システムの有効性は多くの研究で示されている。
米国の銀行を対象に，BSC を実施している支店と実施していない支店の 2 年間の








ルのような他のコントロールも含む (Chenhall 2003, p.129)。  
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が示されている (Shields et al. 2000)。また，創造性の発揮や動機づけを目指した
インセンティブの設計や運用に関する研究も発展しており，トーナメント／出来
高払いとグループ／個人レベル (Chen et al. 2012)，金銭的／非金銭的報酬 (Kunz 
and Linder 2012)といった観点から考察が進められてきた。Adler and Chen 









(Abernethy and Stoelwinder 1995; McGregor et al. 1989; Shafer et al. 2002)。
実際に，実務においても，近年は学者や研究者にも業績管理が適用されるように
なっている (e.g.,Kallio and Kallio 2014; Ter Bogt and Scapens 2012)。  
                                                   





















































































1.3 本論文の構成  





























複数の視点から先行研究のレビューを行う。第 4 節では，本章の小括を行う。  
 
2.1 専門職の特質  
 専門職組織は，主要な組織目的の達成において専門職が中心的な役割を果たす




組織の利用，公衆への奉仕の信念，自己規制の信念，領域に対する天職  (calling) 
の感覚，自律性を提示している。このプロフェッショナリズムの概念は，のちの
経験的研究で尺度化が進められ，例えば組織との対立や離職意思との関係が検証
されてきた (e.g.,McGregor et al. 1989; Shafer et al. 2002)。  





ンパス，④古典的 (または規制された )プロフェッショナルサービス企業の 4 つに
分類された。各分類に上記の 3 つの特徴がいくつ該当するのかには違いがある 3。




 西脇 (2013, p.98)によれば，プロフェッショナル研究は 2 つのタイプに大別さ
                                                   
3 より詳細な議論は，Von Nordenflycht (2010, p.166)を参照されたい。  
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織を想定していない。   







 マネジメントコントロールの文脈で行われた議論として，Merchant and Van 
der Stede (2012)が挙げられる。Merchant and Van der Stede (2012)は，MCS の










いる (Merchant and Van der Stede 2012, p.744)。  
③に関連して，非営利組織が作成する財務諸表は形態と内容の両面で営利組織










(Merchant and Van der Stede 2012, p.748)。  
 これら非営利組織の特質のうち，専門職にも関連するのは，Anthony and Young 
(2003)が提示した利益指標の欠如と不十分なマネジメントコントロールの伝統，



































 Widener (2004)は，戦略的人的資本 (strategic human capital)の利用と MCS の
構成要素の関係 5を調査した研究であり，人的資本を重視する専門職の文脈でも検
討の余地がある。当該研究は，取引コストの経済学とコンティンジェンシー理論










 次に，コントロールの対象から検討した研究がある。Rockness and Shields 
(1984)は，Ouchi (1979)に依拠し，アウトプット，行動，インプットの各コント
                                                   
5 戦略的人的資本の属性として (1)企業にとっての重要性， (2)曖昧さ (例えば行動































分的に媒介した。Zheng et al. (2010)は文化をコントロールシステムとしては扱
っていないが，専門的知識が組織の目標実現度を高めるためには，組織文化がき
わめて重要であることを証明している。  
 コントロールパッケージの視点を採る研究としては，Sutton and Brown (2016)







and Brown (2016)の主な関心は研究者のモチベーションを促す MCS のあり方に
あるため，その詳細は次節で述べる。  
 Sutton and Brown (2016)のほかに専門職を対象とした管理会計研究では，コ
ントロールパッケージの視点はほとんど採られてこなかった。ただし，イノベー
ションやテクノロジーマネジメントの領域 では， Chiesa et al. (2009a)や
McCarthy and Gordon (2011)が，研究開発の文脈で Simons の 4 つのレバーの概
念を参照している。  

















切に評価することがきわめて難しい (Chiesa et al. 2009a, p.420)。調査の結果，









て診断型コントロールに頼る (Chiesa et al. 2009a, p.434)。Chiesa et al. (2009a)
の結果からは，同一組織の活動であっても，その活動の段階や組織階層によって，
業績管理システムの利用の仕方に違いがあることが読み取れる。  








トロールを促すことが，概念的かつ経験的に示された 6。  
 コントロールシステムの利用法に着目した研究は，一般的に，相対する 2 つの
利用法を考慮に入れている。 Abernethy and Brownell (1999)と Chong and 
Mahama (2014)は，診断的／インタラクティブな予算利用に着目している。








(perceived collective efficacy) によって部分的に媒介されることも分かった。  
 Jørgensen and Messner (2009)は，効率性と柔軟性をバランス良く達成するた
めのコントロールメカニズムを，デンマークの中規模製造企業における新製品開





の場となる戦略計画セッション等を含む (McCarthy and Gordon 2011, pp.249-
250)。研究開発の文脈における探求は，新規の研究開発の能力と知識の創造の
探求を意味し，利用は，既存の研究開発の能力と知識の改良と利用を意味する





員は新しいニーズや状況に照らして MCS を修理 (repair)していた。ただし，この
ような順応は従業員の努力だけでなく，トップダウンでの介入も必要とする可能
性がある。Jørgensen and Messner (2009)はこの事例を通じて，組織が変化する
状況におけるイネーブリングコントロールの有効性を明らかにしている。  











る。Chiesa et al. (2009b)は，コントロールシステムの利用法が利用目的ともな
り得ることを示している。  











                                                   
7 インタビュー，内部文書，公に利用可能な情報を用いた，反復のトライアンギ












 Akroyd and Maguire (2011)は，実践理論に基づく社会学的視点から，製品開
発の文脈における MCS の役割に関して Davila (2000)を発展させている。上記の
ように，Davila (2000)の主眼は不確実性を低減するための各種情報の利用に置か
れていた。一方で Akroyd and Maguire (2011)は，製品開発環境においては，不
確実性の低減と併せて目標整合性のためにも MCS が重要となることを示してい
る。Akroyd and Maguire (2011)は，消費者向け食品産業に属する多国籍企業の
子会社 OpCo を対象に，9 ヶ月間のフィールド調査を実施した。OpCo の標準的
な製品開発プロセスは 5 つのステージおよび各ステージの間に入る 4 つのゲート
で構成される (Akroyd and Maguire 2011, p.220)8。調査の結果，MCS はステー
ジでは情報の収集と評価を通じた不確実性の低減，ゲートでは重要指標の利用を
通じた目標整合性の役割を果たしていることが分かった。Akroyd and Maguire 
(2011)は前述の Chiesa et al. (2009a)と異なり，企業のイノベーションのタイプ  
(漸進的／根本的 ) は，マネジメントコントロールの役割に実質的な影響を与えな
いと結論づけている。  
 前述の Chiesa et al. (2009a)から示唆された，組織階層に応じた業績管理シス




                                                   
8 5 つのステージと 4 つのゲートは順に，アイデア生成 (ステージ 1)，アイデア
のスクリーニング (ゲート 1)，プロジェクト計画 (ステージ 2)，プロジェクトの
スクリーニング (ゲート 2)，フィージビリティ (ステージ 3)，プロジェクトレビ
ュー (ゲート 3)，設計と検証 (ステージ 4)，売り出しの提案 (ゲート 4)，売り出し
(ステージ 5)とされている (Akroyd and Maguire 2011, p.220)。  
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1985b)，予算スラックに対しては否定的な見方も存在する (e.g.,渡邊章好  2002)。
しかし，特に不確実性の高い活動においては予算スラックが有効であることが，









 Balakrishnan et al. (2007)による，米国の軍病院における予算の支出パターン





                                                   
9 Eldenburg et al. (2010)では，具体的に ABC (activity-based costing, 活動基









が注目されてきた (Kallio and Kallio 2014; Pop-Vasileva et al. 2011; Sutton and 



















































には一定の蓄積がある (王志  2013)。特に専門職の業績管理研究では，自己決定理
論 (Deci et al. 1991; Gagné and Deci 2005; Ryan and Deci 2000)が広く参照され
てきた。自己決定理論では，内発的／外発的動機づけを分類し，後者を自己決定
的な程度に応じてさらに 4 つに分類する。内発的に動機づけられた行動は利益と
関係なく行われる，自己決定された行動の原型である (Ryan and Deci 2000, p.65)。
外発的に動機づけられた行動は，自己決定されている程度が大きい (外的要因にコ
ントロールされている程度が小さい )順に，統合された (integrated)規制，同一視
された (identified)規制，取り入れられた (introjected)規制，外的な (external)規制
19 
 
として定義されている (Deci et al. 1991)。このうち，内発的動機づけおよび自主
的な外発的動機づけについては，業績，満足，信頼や幸福と関連することが示さ
れている (Gagné and Deci 2005, p.356)。これに関連して，内発的モチベーショ
ンと自主的な外発的モチベーションは業績と正の関係があるが，統制された外発
的モチベーションは業績と負の関係があることが，予算参加の文脈で明らかにさ
れている (Wong-On-Wing et al. 2010)。このほか，業績測定規準への従業員の参
加と業績の関係 (Groen et al. 2017)や，客観的／主観的業績評価とモチベーショ
ンの関係 (Kunz 2015)に関する研究においても，自己決定理論が参照されている。 
Sutton and Brown (2016)は，研究の重要な成功要因は研究者の自主的なモチ
ベーションであり，そのモチベーションはプレッシャーやコントロールによって














方向性 (orientation)も注目を集めてきた。前述のように，Shields and Young 
(1994)は，研究開発専門職を対象とした研究において，コスト意識に対する原価
管理の知識の影響の大きさを明らかにした。Abernethy and Stoelwinder (1995)
は，オーストラリアの病院の医師・看護師のマネジャーに質問票調査を行い，専
門職志向とコントロールのタイプ 10の関係を，その関係が引き起こす対立の程度









職 務 満 足 と 下 位 部 門 業 績 が 向 上 す る こ と も 示 さ れ た 。 Abernethy and 
Stoelwinder (1995)は，専門職の価値や目標が認識される組織文化の創造は，組
織目標の達成を促進すると述べている。  
このほか de Harlez and Malagueño (2016)はベルギーの病院，Naranjo-Gil and 
Hartmann (2006)はスペインの病院のトップマネジャーに質問票調査を行った。
その結果，Naranjo-Gil and Hartmann (2006)では ,プロフェッショナリズムのレ
ベルと管理会計システムのイネーブリングな利用の間の正の関係が確認された。
反対に，プロフェッショナリズムのレベルと管理会計システムの強制的な利用の







である。   
 














Merchant and Van der Stede (2012)が指摘した目標の曖昧さと対立，業績測定の
難しさ，外部の監視，従業員の特徴の 6 つに着目した。  




に関する知識が重要であることが示されている (Rockness and Shields 1984)。知
識管理の文脈で行われた研究 (Ditillo 2004; Zheng et al. 2010)では，複雑性のタ
イプに応じて適切なコントロール対象が異なること，組織文化が知識管理や組織
の有効性に顕著な影響を与えていることが分かった。  





広げると，Chiesa et al. (2009a)や McCarthy and Gordon (2011)が Simons (1991, 
1994)の 4 つのレバーに基づいた研究を行っている。これらの研究では，イノベ



































































本節では，前章の第 2 節と同様，5 つの視点から文献整理を行う。  












門レベルの集約業績指標  (divisional summary performance measures, DSMs) 11
                                                   






 Davis and Albright (2004)は米国の銀行において BSC を実施している支店と





飛田 (2009)，Stouthuysen et al. (2017)，Brüggen et al. (2018)がある。Sandelin 
(2008)と澤邉・飛田 (2009)は，結果／行動／人事／文化コントロールの概念
(Merchant and Van der Stede 2012)を用いている 12。Sandelin (2008)は，4 つの
コントロールの組み合わせに着目して，ある 1 企業のマネジメントコントロール
















                                                   
12 Sandelin (2008)ならびに澤邉・飛田 (2009)は，本論文が引用した Merchant 








 続いて，コントロールパッケージについて，Simons (1995)の 4 つのレバーを
分析に用いた近年の主な研究として，Tuomela (2005)，Widener (2007)，Mundy 
(2010)，Bedford (2015)，Heinicke et al. (2016)，Speklé et al. (2017)がある。
このうち，Tuomela (2005)と Mundy (2010)は定性的研究であり，その他は定量
的研究である。Tuomela (2005)は，ケース企業における新規の業績測定システム











かしながら Mundy (2010)は，4 つのレバーの相互作用を捉えることの重要性を
強調し，LOC フレームワークを部分的に配置することの潜在的な脅威を指摘して
いる。そして，先行研究では MCS の不適切な利用が MCS の利用の相互作用に負
の影響を与えるとされてきた傾向があるが，MCS の利用の欠如も，不適切な利用
と同程度の逆機能を及ぼすおそれがあると強調した。  










間にも正の関係があった。第 2 に，企業は戦略的なリスクや不確実性 14に直面す
るほど，信条システム，DCS，ICS を強調する。さらには，戦略的なリスクや不
確実性がある程度正確に測定可能ならば診断的な利用ができるが，測定が難しい












と ICS の同時利用が業績を向上し，DCS と ICS の不均衡は業績に負の影響を与
えることが確認された。当該研究はイノベーションの文脈で，関連する先行研究
(e.g.,Bisbe and Otley 2004; Dunk 2011)と比較してより細分化した視点を用いた
点で，貢献が認められる。  
 Heinicke et al. (2016)は，ドイツの中規模企業に質問票調査を実施し，柔軟な
文化と信条コントロールの間の正の関係を見出した。併せて，信条コントロール
と ICS，信条コントロールと境界コントロール，ICS と DCS，ICS と境界コント
ロールの間にも正の関係を確認した (Heinicke et al. 2016, p.35)。さらに，サンプ
ル企業の規模を考慮して詳細な分析を実施した結果，大規模企業における DCS と
境界コントロールの代替的関係，小規模企業における柔軟な文化の程度と ICS の
間の正の関係が示された。これらの結果から Heinicke et al. (2016)は，小規模企
業にとって信条コントロールと ICS が重要であると結論づけている。そして，信
条コントロールがコントロールシステムの基礎として機能することを示唆してい
る (Heinicke et al. 2016, p.39)。  
Speklé et al. (2017)は，オランダのビジネスユニットのマネジャーへの質問票












すなわち Speklé et al. (2017)は，LOC の利用が創造性に与える正の影響は，個々
のレバーよりも 4 つのレバーを包含するシステムに帰されると結論づけている。 
 コントロールシステムの利用法に焦点を当てた研究は多様性に富む。まず，特
にイノベーションや創造性の文脈では，インタラクティブな利用に関心が寄せら
れてきた。Bisbe and Otley (2004)および Bisbe and Malagueño (2009)は，スペ
インの中規模成熟製造企業の CEO への質問票調査を行った。分析の結果，Bisbe 
and Otley (2004)は，MCS のインタラクティブな利用はイノベーションの程度が
低い (高い )企業ではイノベーションを促進 (抑制 )し，MCS がインタラクティブに
利用されるほど，イノベーションが業績により大きな正の影響を及ぼすことを明
らかにした。Bisbe and Malagueño (2009)は，イノベーションのマネジメントの
様式によってインタラクティブに利用される MACS (management accounting 
and control systems)が異なること，イノベーションのアウトプットの水準はイ












2017 年秋号の Journal of Management Accounting Research では，創造性と
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MCS について特集が組まれている。その中でも Cools et al. (2017)と Davila and 
Ditillo (2017)は，当該テーマにおいて研究蓄積の浅い事例研究を行っている点で，
注目すべき研究である。Cools et al. (2017)は，家具，インテリア，テレビ，メデ
ィアに関係する，創造性が鍵となる 4 つの企業を対象とした比較事例研究である。




Davila and Ditillo (2017)は，5 つのファッション企業のチームを対象とした事






感型の MCS である。Simons (1995)の 4 つのレバーに照らせば，指向型の MCS
は境界システムや DCS の特徴を持ち，直感型の MCS は信条システムや ICS の
特徴を有する。しかし，Davila and Ditillo (2017)は，いずれの MCS もいくつか
の点で 4 つのレバーとは異なることを指摘し，指向型の MCS と直感型の MCS は
統合される必要があると述べている。  
業績管理システムの利用の使い分けや併用に着目した研究蓄積も認められる。
Marginson et al. (2014)は目標理論に依拠し，業績測定システムの診断的／イン
タラクティブな利用，役割の曖昧さ  (role ambiguity, RA) ，心理的エンパワーメ
ント  (psychological empowerment, PE) ，経営業績の間の関係を検証した。大手
電気通信産業 1 社のシニア／ミドルマネジャーへの質問票調査から，業績測定は
RA と PE への影響を経由して経営業績に影響を与えることが分かった。この点
を詳細に述べると，診断的／インタラクティブな利用はいずれも RA と負の関係
























(e.g.,Bedford 2015; Davila 2000; Ditillo 2004)の意義も認められる。  










 Grafton et al. (2010)は，Henri (2006)を発展させた研究といえる。Grafton et 
al. (2010)は質問票調査によって，フィードバックコントロールの利用が既存のケ
                                                   








 強制的／イネーブリングな利用については，Ahrens and Chapman (2004)が詳









(Ahrens and Chapman 2004, p.292)。  
この結果から Ahrens and Chapman (2004)は強制的／イネーブリングなシス
テムの共存を確認し (p.295)，イネーブリングシステムの概念が効率性を目指した
機械的なコントロールと柔軟性を目指した有機的なコントロールの伝統的な二分
を解明するフレームワークとなり得ると結論づけている (p.298)。Ahrens and 
Chapman (2004)は強制的／イネーブリングの概念を具体化した注目すべき研究
の 1 つであり，その後の研究の発展を促した。実際に，例えば本論文の第 2 章第


























 さらに，前章第 2 節で触れたように，先行研究では組織階層に応じた業績管理
システムの活用事例も紹介されている。横田絵理  and 妹尾剛好  (2010)は，キリ
ンビールの各階層における BSC の設計と，特にインタラクティブな利用を考察
している。また，横田絵理  and 妹尾剛好  (2012)は食品会社への事例研究におい
て，トップマネジャー，カンパニー長，現場の 3 層構造に着目し，ICS としての

























る (e.g.,Elmassri and Harris 2011; Parker and Kyj 2006)。ただし，やみくもに
組織成員が関与するだけでは，「トップだけしか発言ができないような雰囲気」(櫻
井通晴  2012, p.209)と特徴づけられる疑似参加が蔓延し，部下の意欲を失わせる
ことにもつながりかねないと指摘されている (Libby 1999)。  
 
3.2 業績管理におけるリーダーシップの視点  
本論文でレビューした複数の先行研究 (e.g.,Chong and Mahama 2014; Ditillo 







(Shamir et al. 1993; Yukl 1989)。例えば，変革型リーダーシップは，イノベーシ





にも影響を与えることができる (Jung et al. 2003, p.526)。さらに，前節で述べた








Waldman et al. (2001)は質問票調査を用いて，環境不確実性が低い場合には交流
型リーダーシップによって収益性が増し，環境不確実性が高い場合にはカリスマ
性の高いリーダーシップによって収益性が増すことを示した。  









ているという批判的な見方もある (Yukl 1989, pp.252-253)。すなわち，リーダー
シップはリーダー個人が有するフォロワーへの影響力と解釈することができる。  








では Bisbe and Otley (2004)や Bisbe and Malagueño (2009)を参照してきた。ま




















Merchant (1985a)，  Merchant and Van der Stede (2012)，Osterloh (2010)を取
り上げる。一方，後者については Simons (1995)，Adler and Borys (1996)，Malmi 
and Brown (2008)を取り上げる。  
 












                                                   
17 アウトプットを測定する能力は，ある程度の正確性をもって望ましいアウト
プットを測定できることを意味する。変化のプロセスに関する知識は，手段と目











 変化のプロセスに関する知識  
完全  不完全  
高い  行動または  
アウトプットの測定  
アウトプットの測定  
低い  行動の測定  クランコントロール  




の不足によって引き起こされる個人的限界の 3 点を指摘している (Merchant 
1985a, pp.6-8)。そして，このような問題を回避するための戦略として，排除
(elimination)，自動化 (automation)，リスク共有 (risk sharing)を挙げている 18。 
 その上で Merchant (1985a)は，特定の状況において有効なコントロールと副作
用をもたらすコントロールがあるとし，複数のコントロールのタイプとそれぞれ
に適する条件を示している。これらは結果コントロール (results controls)，行動
コントロール (action controls)，人事コントロール (personnel controls)である。
それぞれの詳細は下記の Merchant and Van der Stede (2012)の説明に譲るが，
人事コントロールについては，その効果を高める要素として選抜と配置，訓練，
文化コントロール，グループベースの報酬，必要な資源の供給が挙げられている。
このことから，文化は人をコントロールする手段の 1 つであると解釈できる。  
 Merchant (1985a)に関連して，Merchant and Van der Stede (2012)は，結果，
                                                   
18 排除は，下請けやライセンス契約，出資の引き揚げといったメカニズムを通
じた第三者への潜在的な利益やそれに関連するリスクの譲渡を含む (Merchant 
1985a, p.8)。自動化には，コンピュータやロボットの利用がある (Merchant 
1985a, p.9)。リスク共有の例には，センシティブなポジションにある従業員に













環境でのみ有効である (Merchant and Van der Stede 2012, p.30)。  
 次に，行動コントロールは，従業員が組織にとって有益 (有害 )な特定の行動を
行う (行わない )ことを図る。行動コントロールは行動の制約，行動前のレビュー，
行動の説明責任，代理機能性 (redundancy)の 4 つの基本的形態のいずれかをとる
(Merchant and Van der Stede 2012, p.81)。行動コントロールは，組織が少なく
ともある程度①望ましい (望ましくない )行動を判断でき，②望ましい (望ましくな
い )行動が起こる (起こらない )ことを保証できる場合にのみ有効となる (Merchant 





に遂行される可能性を高めようとする (Merchant and Van der Stede 2012, p.88)。 
 最後に，文化コントロールは，グループの規範や価値から逸脱した個人への強
力なグループ圧力の形態で，相互のモニタリングを促進するために設計される。
組織文化は言葉のほか，行動規範 (codes of conduct)，グループ報酬，組織内移転
(intra-organizational transfers) ，物理 的・ 社会的 調整 (physical and social 
arrangements)，トップの姿勢 (tone at the top)など，多くの方法で形成すること






変化を必要とする場 合，感情的な結びつ きの強い文化は不利 になり 得る
(Merchant and Van der Stede 2012, p.95)。  






依存すると主張した。以下の図表 2 は，3 つの各コントロールが適する状況を示
















 適用されるべき適切なプロセス／ルールに関する知識  
 高い  低い  






















コントロールは，ピアコントロールの形態をとる (Osterloh 2010, p.269)。彼女が




















3.3.2 コントロールの利用法とパッケージに関するフレームワーク  
 コントロールの利用法やコントロールパッケージに関するフレームワークの中
で，最も代表的なものの 1 つに，Simons (1995)が挙げられる。Simons (1995)は
信条システム，境界システム，診断型コントロールシステム  (DCS) ，インタラ





化することで，組織の価値，目的，方向性を与える (Simons 1995, p.34)。境界シ




るために，マネジャーが活用する公式の情報システムである (Simons 1995, p.59)。
そして，ICS は，マネジャーが部下の意思決定行動に規則的かつ個人的に関与す




利用することができる (Simons 2005, 邦訳  p.136)。さらに，後述する経験的研究
(Tuomela 2005; Widener 2007)では，ICS が学習を早発することが示されている。 
これら 4 つのレバーのうち，信条システムと ICS は陽の力として，ポジティブ
でインスピレーショナルな力を創り出す (Simons 1995, p.7)。境界システムと
DCS は陰の力として，制約を創り出し，規則の遵守を確実にする (Simons 1995, 
pp.7-8)。上位マネジャーは，戦略の効果的なコントロールを可能にするダイナミ
ックテンションを達成するために，これらの対抗する力を利用する (Simons 1995, 














図表 3 Simons (1995)の LOC フレームワーク  
 
 











Kruis et al. (2016)は，LOC フレームワークのバランスの概念に焦点を当て，
オランダの 217 のビジネスユニットに質問票調査を実施した。そして，不確実性
や，組織の規模や構造の違いから生じる戦略的警戒 (vigilance)，戦略的利用


















Adler and Borys (1996)が提起したイネーブリング／強制的の概念も，その後
の研究で広く応用されてきた。Adler and Borys (1996)は，ワークフローの公式
化の文脈で，イネーブリング／強制的な公式化を詳述した。イネーブリング／強
制的な公式化を区別する特徴として，設備設計の文脈における修理 (repair)，内的
透明性 (internal transparency)，全体の透明性 (global transparency)，柔軟性
(flexibility)の 4 つが挙げられている。  




















Simons (1995)の信条システムと類似する概念と解釈することができる。  













れた業績評価等も含まれている (Chenhall 2003, p.133)。  
 






















なお，LOC フレームワークの中で，DCS と ICS の 2 つを援用している研究は，
この 2 つがシステムの利用法である (Tessier and Otley 2012)という指摘も鑑み，
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本論文では利用法に着目した研究に分類した。一方，Malmi and Brown (2008)の
MCS パッケージの概念は，専門職か否かに関わらず全体的に経験的研究での援












(e.g.,Bisbe and Otley 2004; Grabner 2014; Moulang 2015)でも，イノベーショ
ンや創造性を高めるためにインタラクティブコントロールや主観的業績評価が有
効であることが明らかにされている。ただし，このことは診断的／強制的な利用




開発では，診断的なコントロールの必要性が高い (Chiesa et al. 2009b, p.496)。













図表 4 業績管理研究のアプローチに関する比較と考察の概要  
 




















































































 まず，第 1 節では，企業組織等を対象とした業績管理研究を，複数の視点から
整理した。財務／非財務の観点では，Abernethy et al. (2004)が，部門間の情報
の非対称性や相互依存性に着目して，部門レベルの要約財務指標の利用との関係
を見出している。Davis and Albright (2004)は，BSC の実施が銀行の支店の業績
向上に寄与することを明らかにしている。コントロールの対象に関しては，結果
／行動／人事／文化コントロールの概念 (Merchant and Van der Stede 2012)に
依拠した 2 つの研究 (Sandelin 2008; 澤邉紀生  and 飛田努  2009)を取り上げた。
加えて，利用型，探求型，両利き型の組織における成果／行動コントロールの使





り細分化して考える必要があり (Chiesa et al. 2009a; Cools et al. 2017)，不確実
性をはじめとする組織や活動の特徴も十分に理解した上で，それらの特徴に適し
た利用法を適用することも重要である (Cavalluzzo and Ittner 2004; Speklé and 
Verbeeten 2014)。パッケージの観点からは，MCS の構成要素の利用の欠如には
潜在的な逆機能があると指摘されている (Mundy 2010)。  


































応じてどのレバーを強調するのかを詳細に論じている。Adler and Borys (1996)
は，コントロールの利用法としての強制的／イネーブリングを提唱した。両者を
区別する 4 つの特徴として，修理，内的透明性，全体の透明性，柔軟性を挙げ，
手続設計の文脈でそれぞれのアプローチを論じている。Malmi and Brown (2008)
は，マネジメントコントロールを一連のパッケージとして捉え，パッケージを構
成する各要素がどのような機能を持っているのかを詳述している。  













































4.1 先行研究における残された課題  













 2 点目に，1 点目の課題とも関連するが，コントロールの対象や利用法につい
て，多数の研究の主張とは異なる知見が経験的研究において明らかにされてきた











Harlez and Malagueño 2016; Naranjo-Gil and Hartmann 2006)。これらの先行
研究の結果を踏まえると，1 つの専門職組織の中でも，コントロールの対象や利
用法を使い分けていくことが重要であると考えられる。そして，この使い分けは，





Rockness and Shields (1984)の知見はこの点に関連するが，彼らがコントロール
の重要性を最も大きく決定づけるものとした変化のプロセスに関する知識は，タ
スク特性として捉えられている。したがって，これは個人の専門性とは異なるも
のである。同様に，Abernethy and Brownell (1997)もタスク特性に焦点を当てて
いることに加え，コントロールへの依存を独立したものと捉え，組み合わせて用
いることを想定しておらず，実務への含意が限定的である。一方，参加型予算の
文脈で Agbejule and Saarikoski (2006)が着目したマネジャーの原価管理の知識
は，個人の専門的知識に該当する。Ouchi (1979)や Osterloh (2010)のフレームワ
ークでも，知識の程度はコントロールの適用の決定要因とされているが，タスク
特性とマネジャー個人の専門性が明確に区別されていない。  






















































関係があることは既に述べた。先行研究 (de Harlez and Malagueño 2016; 
Naranjo-Gil and Hartmann 2006)では，経歴や方向性の違いが診断的／インタラ
クティブな利用法と関係することが示されてきた。また，Ter Bogt and Scapens 
(2012)が観察した定量的な業績評価は，その客観性が認められている反面，専門
的知識を持たない者も実施が可能な業績評価である。一方，定性的な業績評価は，








 RQ：  高等研究機関において，研究成果を生み出すために業績管理システムが
どのように設計され，運用されているのか。  
 
4.3 分析フレームワーク  
本論文では分析に際し，Simons (1995)の LOC フレームワークをコントロール
パッケージの概念として適用する。具体的に，まず，業績管理システムの基本的
な構成要素を， LOC フレームワークに含まれる 4 つのレバーに沿って検討する。
4 つのレバーと，各レバーに対応する業績管理システムの構成要素の例は，以下











に , マネジャーが活用する公式の情報システム (Simons 1995, p.59)と定義されて
いる。この定義に従えば，業績や成果の評価が DCS に該当する。ICS は，マネジ
ャーが部下の意思決定行動に規則的かつ個人的に関与するために活用する，公式





















出典：Simons (1995)をもとに著者作成  
 
 もちろん，コントロールパッケージを検討する上で有用なフレームワークは，
LOC フレームワークに限らない。例えば Malmi and Brown (2008)のパッケージ
の概念も，組織における業績管理を包括的に捉える上では有用であろう。その上
で，本論文が特に LOC フレームワークを援用する理由は，先行研究 (e.g.,Kruis et 
al. 2016; Speklé et al. 2017)で強調されてきた 4 つのレバー間のバランスや相互
依存性の概念が，業績管理システムの構成要素の役割を詳細に論じる上で妥当で
あると考えられるためである。このほか，LOC フレームワークでは非会計コント











利用法の使い分けを示した研究 (de Harlez and Malagueño 2016; Naranjo-Gil 













表 6 で示される。本論文ではこのフレームワークを用いて分析を行う。図表 6 は，
前述の図表 5 に，新たに専門的知識の程度を加味している。前述のように，個人
の志向や経歴がコントロールシステムの利用法と関連することが分かっている
















図表 6 本論文の分析フレームワーク  
 
構成要素／専門性  高い  低い  




境界  倫理規程  行動規範  












4.4 研究の方法と対象  







における特定の事象に焦点を当てるものである」 (Smith 2011, 邦訳 p.165)と説






いし再構成である」 (Flick 2007, 邦訳 p.163)としている。ただし，当然のことな
がら事例の記述だけにとどまってはならず，理論形成や仮説検証等の目標を設定
し，学術的，実務的な貢献をすることが必要である。  



















参与観察といった複数の情報源からデータを収集する」(Smith 2011, 邦訳 p.172)。
これによって，「研究の妥当性と信頼性を高めること」 (Smith 2011, 邦訳 p.172)












タビューについて Flick (2007, 邦訳 p.201)は，「特殊な機能のある組織の職員で
何らかの専門的な経験知をもった人びとを対象としたインタビューである」と説
明している。専門家インタビューの目的の一つには，「研究対象 (中略 )に関する理
論やタイポロジーを構築すること」 (Flick 2007, 邦訳 p.203)がある。  
事例研究における理論構築については，管理会計領域でも言及されてきた
(Eisenhardt 1989; Keating 1995; Otley and Berry 1994)。Eisenhardt (1989)は，
理論構築を目的とした事例研究のプロセスで求められる活動とその理由を，作業
の開始 (getting started) から事例の選択やデータの分析を経て 結論に至る














ない。Yin (1994)は，「疑わしい証拠やバイアスのかかった見方を容認」(邦訳  p.13)
してしまうこと，「科学的一般化の基礎をほとんど提供しない」 (邦訳  pp.13-14)
こと，「あまりにも時間がかかり，結果として量が多すぎて読めない文書になって
しまう」(邦訳  p.14)ことを危惧している。本論文では第 1 の限界に対して，同一
集団内で複数人へのインタビューを行い 20，データならびに著者の主観性を極力
                                                   









4.4.2 研究対象  
前述の分析フレームワークと研究方法を用いて研究課題を検証するために，本
論文では，専門職組織の中でも特に公的な高等研究機関を調査対象として選定す































(Center for Developmental Biology, 以下 CDB)22を調査対象として選定した。  













打破や，理解の精緻化が期待される (Eisenhardt 1989, p.541)。  
前述のように，定性的な研究には方法論上の限界も指摘されてきた。本論文で






                                                   
21 具体的に，2018 年 7 月 1 日時点で 11 の研究センター，１のプログラムをは
じめ，研究コンプライアンス本部や情報システム本部を設置している。  
22 CDB は組織再編を経て，2018 年 4 月より生命機能科学研究センター (RIKEN 






























                                                   
23 平成 29 年末時点で合計 33 法人の研究開発法人が存在し，そのうち 27 法人
が国立研究開発法人とされている。  
24 1917 年の創立当初は財団法人であったが，1948(昭和 23)年に株式会社，
1958(昭和 33)年に特殊法人と法人形態が変化し，2003(平成 15)年に独立行政法
人となった。そして，2015(平成 27)年４月に国立研究開発法人となった (理化学


























間格差の拡大が進むことが懸念されている (天野郁夫  2006)。運営費交付金は，そ
の大学間・大学内での配分のあり方も大きな課題であり，多様な観点から熟考が




















まった，新公共経営  (New Public Management, NPM) の概念で説かれている














(Broadbent 2011; Deem 2004, p.111)。  
海外でも研究評価制度の変遷は顕著である。英国を例に挙げると，2014 年より
従来の制度に代わり施行された REF(Research Excellence Framework)が，個人
の研究成果を強調し，学術誌ランキングの利用を徹底している (Agyemang and 
Broadbent 2015)。REF の結果は，資金配分のみならず，個人や組織の印象をも
左右する。その結果，英国の大学における MCS は REF の影響を大いに受け，大
63 
 
学の研究目的は REF での成功と関連づけられるようになった (Agyemang and 















じさせる文化の隔たりが指摘されている (Christopher and Leung 2015)。具体的


















 まず，第 1 節では，先行研究に残された課題を抽出した。特に専門職や専門職
組織を対象とした管理会計研究において，これまで軽視されてきた点，あるいは























的知識の程度 (高い／低い )を関連づけ，8 つのパターンに具体的な業績管理シス








































第 5 章 パイロット調査  
 


































































































































                                                   







































































第 6 章 事例研究  
 
本章では，事例研究について記述する。第 1 節では組織構造や業績管理関連の









6.1 リサーチサイトの概要と調査の概要  
6.1.1 組織構造と業績管理の制度  
本論文では，事例研究のリサーチサイトとして，理化学研究所の CDB に属す
る 3 つの研究室 (A 研究室，B 研究室，C 研究室 )を選定した。CDB は兵庫県神戸
市に拠点を置き，生命科学領域の研究を専門としている。CDB は，2000(平成 12)
年に開設された前身の発生・再生科学総合研究センターが，2014(平成 26)年 11
月に改組されたセンターである (理化学研究所 )。理化学研究所は 2018 年 7 月 1 日
時点で 11 の研究センター，１のプログラムをはじめ，研究コンプライアンス本部
や情報システム本部を設置している。また，2017 年 4 月 1 日時点で，CDB の人
員は 162 名である (理化学研究所 )。なお，CDB は 2018 年 4 月に組織再編を経て，
生命機能科学研究センター (RIKEN Center for Biosystems Dynamics Research, 
BDR)と名称を変更している。本論文で対象とした 3 つの研究室は，いずれも研究
チームに該当する。理化学研究所において，研究室のリーダーは，研究室主宰者
を意味する PI(Principal Investigator)という肩書を持つ (理化学研究所 )。  
理化学研究所ならびに CDB における公式の計画や評価の制度は以下の通りで
ある 27。まず，理化学研究所は「理研 科学力展開プラン～世界最高水準の成果
                                                   
27 Pitkänen and Lukka (2011)は，拠り所 (source)，時間 (time)，規程 (rule)の 3
つの側面に基づいて公式／非公式のフィードバックの分析フレームワークを構築
した。公式のフィードバックはシステムベースで定期的かつ義務的であり，非公
式のフィードバックは個人間で即時かつ任意で行われる (Pitkänen and Lukka 







究リーダーを育成する」 (理化学研究所 )というものである。  
理化学研究所は，文部科学省を管轄省庁とする。独立行政法人となった平成 15





同研究等の件数といった，定量的な目標もわずかに含まれている (理化学研究所  













識者で構成される理研アドバイザリー・カウンシル (RAC)によって，2～3 年に 1
回，理化学研究所の研究活動および研究運営に対する評価や提言が行われている。 
                                                   
く共存すること，階層や能力，選好等に応じて個人間でも公式／非公式の解釈が
異なり得ることを明らかにしている。  
28 独立行政法人通則法の改正に伴い，平成 26 年度より自己評価を採り入れた報
告書を公表している。また，平成 25 年度までは実績報告書であったが，平成 26
年度以降は業務実績等報告書と，報告書の名称が変更されている (理化学研究














よれば，約 2 年に 1 回，国内外の著名な有識者 7～8 名が CDB を訪れ，約 3 日間
をかけて，研究活動や運営の状況を評価している。  
CDB では 2 年半に 1 回，理化学研究所の外部の有識者で構成される外部評価
委員会によって，研究室のリーダーの評価が行われている。この外部評価の詳細
は本章の第 6 節で記述するが，契約の更新や任期満了後の転出計画の具体化を目
的とし，CDB が独自に定め実践している制度である。  





















では，各研究室のリーダー，研究員，テクニカルスタッフ 29に 1 名当たり約 1 時
間のインタビューを実施した。その後，CDB のセンター長に約 2 時間のインタビ
ューを行った。すべてのインタビューには，対象者と著者のほか，調査時点で理




ために，2018 年 1 月 4 日に，3 つの研究室のリーダーに，E メールを通じて追加
質問を送付した。その後，同年 1 月 15 日までに，全員から回答を得た。この追
加質問では，研究室の人数，研究室における予算コントロールの実態，当該研究
室におけるリーダーとしての経過年数，研究室間で行われていたセミナーの正式
名称を尋ねた。この追加質問項目については，付録 B に掲載している。  














                                                   

















と，外部評価委員会の 4 者の関係は，以下の図表 7 で示される。  
 





































6.2 A 研究室  
 A 研究室には，合計 9 名が所属している。内訳は，リーダー1 名，研究員 4 名，
リサーチアソシエイト 1 名 31，学生 2 名，テクニカルスタッフ 1 名である。すな
わち，リーダーを含む 8 名は研究活動を主たる業務とし，1 名は研究支援や事務
を主たる業務としている。  
                                                   
30 例えば業績についても， financial performance(Dunk 2011)，managerial 
performance(Marginson et al. 2014)，organizational performance(Bisbe and 






A 研究室のホームページ内の業績リストによれば，2012 年から 2017 年までの
論文発表数は 15 本であるが，1 年あたりの論文発表数は均一ではない。また，こ
の 15 本の論文のうち 14 本には，リーダーの名前が含まれている。これらの論文
は，Nature，Developmental Cell，Plos One をはじめとした学術誌に掲載され
ている。  
 
6.2.1 調査の概要  












録 A-Ⅱに示した質問項目⑨は，リーダーに対して実施した質問である。  
A 研究室からは，リーダー，研究員 2 名 (以下研究員①と研究員②と表記 )，テ
クニカルスタッフの，合計 4 名から調査協力を得た。リーダーおよび 2 名の研究
員は男性であり，テクニカルスタッフは女性である。調査協力者についての情報











図表 8 A 研究室における調査協力者についての情報  
 
役職・インタビュー
の所要時間 (時刻 ) 
性別  経歴  
リーダー・  
70 分 (14 時 30 分～
15 時 40 分 ) 
 
男性  大学院博士課程中退 (のちに博士号取得 )後，国内
研究所で助手を務め，海外の研究所で博士研究員
として 5 年間の勤務を経て，A 研究室のリーダー
として赴任した。調査時点では，リーダーとして
6 年目であった。  
研究員①・  
60 分 (15 時 40 分～
16 時 40 分 ) 
男性  大学院博士課程中退後，9 年間助教を務め (この間
に博士号取得 )，その後 A 研究室に所属した。  
テクニカルスタッフ  
50 分 (16 時 40 分～
17 時 30 分 ) 
女性  2002 年に理化学研究所に入所し，2012 年より A
研究室に所属し事務・秘書業務を行ってきた。
2016 年 12 月よりテクニカルスタッフとなった。 
研究員②・  
70 分 (17 時 30 分～
18 時 40 分 ) 
男性  大学院博士課程在学中に約 1 年間，CDB32内の別
の研究室に所属。その研究室の解散後，研究員と












                                                   









 「目標…面白い研究をする，というのはそうですね」 (研究員① ) 
「ここがゴールだ，みたいな感じではやってないですね」 (研究員② ) 
「ラボの中の空気を良くするっていうのが，私の目標」 (テクニカルスタッフ ) 
「まぁあんまり目標を設けても，ほとんど軌道修正しまくりですからね。だか
らすごく曖昧な目標を設けるんですよ」 (リーダー ) 
  










必要とするものではない。研究倫理に関しては，CDB の中で行われる e ラーニン
グや動物実験に関する講習がある。  
 業績や成果の評価としては，毎年度末に，リーダーが研究室のメンバーの 1 年
間の活動について評価を行っている。評価結果は，研究員の給料に影響する。前
述のようにこの年度末評価は CDB における公式の制度であり，リーダーが各メ














との 1 対 1 のミーティング (以下 1 対 1 のミーティング )，②研究室メンバー全員
でのセミナー (以下セミナー )が定期的に行われている。1 対 1 のミーティングは 1
週間に 1 回，30 分程度設けられており，1 週間分の実験結果の内容と，その後具
体的に何をするのかを話し合う。一方，セミナーは 2 週間に 1 回行われており，
各自が研究の進捗状況を全員の前で報告する。各自が報告を担当する頻度は 1～












6.2.3 成果に対する業績管理システムの影響  
 上記の業績管理システムが個人や研究室の業績や成果にどのような影響を与え
ているかに関して，リーダーおよび両研究員は，目標，1 対 1 のミーティング，
セミナーが研究の業績や成果に対してプラスに作用していると述べた。中でも，
1 対 1 のミーティングについては，リーダーおよび両研究員から，自身や研究室
の研究成果や意欲に対して最も影響力が強いという，一致した回答が得られた。
テクニカルスタッフも，1 対 1 のミーティングは自身の研究支援活動の成果や意













 「多分この職種って，モチベーションの有無が一番大事で」 (リーダー ) 
 「成果とかね，評価されるよりも，自分の探究心でやってる人が多いと思うん





















































                                                   
33 2017 年 8 月のインタビューでは，予算についてほとんど調査を行わなかった
















 「今の CDB 内で，うちのラボがやってる内容は，あまり他と被ってないとい
うか特殊というか， (中略 )技術的な部分はあっても，研究としてコミュニケー
ションが取れてるかって言うと，なかなか難しいなと思う」 (研究員① ) 
 
6.3 B 研究室  
B 研究室には，合計 14 名が所属している。その内訳は，リーダー1 名，研究員
5 名，学生 5 名，テクニカルスタッフ 1 名，パートタイマー1 名，アシスタント
1 名である。すなわち，リーダーを含む 11 名は研究活動を主たる業務とし，3 名
は研究支援や事務を主たる業務としている。  
B 研究室のホームページに掲載されている業績リストによれば，論文発表数は
2016 年以降に 9 本，2011 年から 2015 年は 15 本である。平均すると，B 研究室
は 1 年に 3～5 本の論文を発表している。代表的な掲載誌として，Nature，
Development，Plos One，Nat Commun が挙げられる。  
 
6.3.1 調査の概要  









B 研究室からは，リーダー，研究員 2 名 (以下研究員①と研究員②と表記 )，テ
クニカルスタッフの，合計 4 名から調査協力を得た。リーダーと 2 名の研究員は
男性であり，テクニカルスタッフは女性である。調査協力者についての情報は，
図表 9 に示すとおりである。  
 
図表 9 B 研究室における調査協力者についての情報  
役職・インタビューの
所要時間 (時刻 ) 
性別  経歴  
リーダー・  
80 分 (13 時 35 分～14
時 55 分 ) 
男性  大学院博士課程修了後，国内研究所や
米国大学の研究員，国立大学教授を経
て，2000 年の CDB 開設と同時に B 研
究室のリーダーとして赴任した 35。  
研究員①・  






45 分 (16 時 10 分～16
時 55 分 ) 








た。調査時点では 4 年目に入っていた。 
(著者作成。 ) 
                                                   
34 具体例を示し，質問項目の明瞭性や理解可能性の向上に努めている。  
35 B 研究室のリーダーは当初，2014 年の組織再編で廃止されたローリングテニ
ュア方式の GD (グループディレクター ) として採用された。調査時点でも，彼




















ていくというところが特徴だと思います」 (研究員① ) 
 「目標というのは， (中略 )これと決めたらそれからは全然動かないわけではな
くて，いろんな状況によって少しずつ変化したり，進展によっては思わぬ展開
もあるわけで…」 (リーダー ) 
 「仕事の今後の目標とかそういうのは，常にアップデートされているっていう


















CDB の前身である発生・再生科学総合研究センターで 2014 年に発生し，社会問
































使えるようなシステムを作ったとか，実験系を立ち上げるとか」 (研究員② ) 
 







は英語で実施され，各人が報告を担当する頻度は約 3 ヶ月に 1 回である。これと
は別に，毎週水曜日の午前中には研究グループごとのディスカッション (以下ディ







































室間のインタラクションの 1 つの相違点については，以下の証言が得られた。  
 
 「いくらインスティテュート内といっても，例えばですけど，これ何が面白い  
 んだとか，これやる意味あるのかっていう類のことは，基本的にラボ外の人に  
 は言えない，それはやっぱり礼儀だから。でもラボ内の人に対しては，いや，  
 お前さっさとテーマ変えた方が良いんじゃねぇのかとか，これはこのままやっ  

















っていうことについての判断ですね」 (研究員① ) 
 「基本放任だけど出口で管理っていうのが，うちのボスのスタイルじゃないか  
 と思ってて。出るものに関してはかなり厳しく，生データをチェックしたりか  
 ら始まり，これは論理が破綻してるからここ実験しろって言いますけど，出口  
 に持ってくるまではかなり放任主義かなと思います」 (研究員② ) 
 




































ベーションが上がるとは思えないけどな」 (リーダー ) 
 

































し，学会に行って (知的 )刺激を受けてきたっていう時もそうだし」 (研究員① ) 
 「すごくいい結果が出た時とかは，やっぱり嬉しいですし，これ面白いね，み
たいな話になると，ちょっと楽しいですね」 (テクニカルスタッフ ) 
 「楽しいのが重要かな。結果を見て，“わぁ，出た”とか， (研究成果が )出たら
いろんな人からメールをもらったりとか」 (研究員② ) 
 

















 「研究員の場合は，一緒に働いてくれる人がいることが結構大きく影響してい  
 て。手が足りないっていうのが常にあるんで…具体的には，テクニカルスタッ  
 フがどれだけいるとか，協力してくれる人がいるとか。例えば自分と同じよう  
 なことをやる学生であれば，いろいろ教えつつ一緒に進めていくとか，そうい  
 うのは大きく影響しますね。人材とか他人との関わり合いっていうのは，意外
と大きく影響するかなと思いますね」 (研究員① ) 
 「やっぱりこの業界，競争社会なので，よそから出た論文に関してはすごく，
みんな敏感なんじゃないかなと思います」 (テクニカルスタッフ ) 
 
6.4 C 研究室  
C 研究室には，合計 9 名が所属している。その内訳は，リーダー1 名，研究員
3 名，学生 2 名，テクニカルスタッフ 1 名，パートタイマー2 名 (アシスタントと
技術スタッフが各 1 名 )である。すなわち，リーダーを含む 6 名は研究活動を主た
る業務とし，3 名は研究支援や事務を主たる業務としている。  
C 研究室のホームページに掲載されている業績リストによれば，2012 年～2016
年の論文発表数は 9 本である。ただし，1 年当たりの論文発表数は均一ではない。
また，これらの論文が掲載された学術誌は神経科学関係が中心である 36。  





せざるを得ないが，CDB 内では論文の本数や 1 年単位の論文発表の有無はさほ
ど重視されていない。コンスタントには論文が発表されないという研究の性質
は，A 研究室および B 研究室にも共通している。  
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6.4.1 調査の概要  
 
図表 10 C 研究室における調査協力者についての情報  
 
役職・インタビュー
の所要時間 (時刻 ) 
性別  経歴  
研究員・70 分 (13 時 45
分～14 時 55 分 ) 
 
男性  大学院博士課程より C 研究室に在籍。
2014 年に博士号を取得し，調査時点で
は研究員として 3 年目に入っていた。  
リーダー・90 分 (15 時
～16 時 30 分 ) 
女性  大学院博士課程修了後，米国に留学。





65 分 (16 時 30 分～17
時 35 分 ) 
男性  大学院博士課程中退後，理化学研究所
の他センター等での勤務を経て，2004













C 研究室への調査では，リーダー，研究員，テクニカルスタッフの合計 3 名か
ら調査協力を得た。リーダーは女性であり，研究員およびテクニカルスタッフは































れるので，それを期待して，目標の共有を一番に置いてます」 (研究員 ) 
 「 (年度の初めに何か公式の目標を立てて，リーダーに提出するといった )その
ようなきっちりした感じはないですね。ただ，今年度は論文を出すとか，あと










ね」 (リーダー ) 
 「目標とか理念っていうのが，多分 CDB としてあるだろうということは理解
してるんですけども，じゃあ具体的にどういうことだったっけって言われると，
何だったっけ，理事長何か言ってたかなっていう感じですね。ただ，現実に我々
がやってる行動っていうのは，(理化学研究所や CDB の )理念から大きく外れた



































に仕事をしてもらうっていうような方に持っていくので…」 (リーダー ) 
「1 年の研究の進み具合とか，お互い思っているようなこと… (中略 )こういう
ことが出来てないから，次の年度でこうすればより良いですね，みたいな感じ







頼まれることはありました」 (テクニカルスタッフ ) 
 「 (評価においては )自分の研究に対するコミットメント…結果をどれだけ出す
かっていうのと，まぁ研究の進捗もありますけれども。あとは，他のラボメン
バーの研究への意見をしたりとか，2 ヶ月に 1 回あるミーティングでの発言内
容というか，どれだけ積極的に参加するかっていうのも見られていると思いま






当する頻度は，約 2 ヶ月に 1 回である。C 研究室ではテクニカルスタッフも，年




視されている。あわせて，C 研究室ではおよそ半年に 1 回の頻度で，雑誌会を開
催している。この雑誌会では，事前に論文を読み，当該論文の内容に対して議論
を行っている。研究室内でのミーティングおよび雑誌会は，すべて英語で行われ
ている。一方，1 対 1 のミーティングは，過去には週 1 回に設定されていたが，
調査時点では B 研究室と同様，必要に応じて行っていた。プログレスミーティン
グと 1 対 1 のミーティングの実態や意義に関しては，以下の証言が得られた。  
 
 「週 1 だとちょっと頻繁すぎるっていう人もいれば，逆に頼まなくても来るよ
うな人もいるので，ここら辺はちょっと個人差があるんですけれども… (中略 )
今はちょっと間隔が空いているので，必要に応じてになってますけど，以前は，
何曜日の何時は誰々さんっていうふうに設定していました」 (リーダー ) 
 「 (ミーティングが月曜日の朝なのは )ラボの中で，僕が来た時にもう決まって
ました，多分都合がいいとかで。最近はちょっと，リーダーの異動とかもあっ
て不定期になってますけど…」 (研究員 ) 







ことの利点だと思います」 (研究員 ) 
 
 さらに，C 研究室において特徴的な点として，ネットワークを経由した情報共
                                                   
































味もあって，出すっていうのが一番の大きな目的ですね」 (リーダー ) 
 


















































そこら辺は意識していることですかね」 (リーダー ) 
 





















はされるんですけども，リーダーとの 1 対 1 の方が，その意味合いはだいぶ大
きいですよね」 (テクニカルスタッフ ) 










いと思います」 (研究員 ) 
 「 (プログレスミーティングと 1 対 1 のミーティングは )両方大事ですね。私に
とっても，普段 1 対 1 で話している場合と，プレゼンでみんなの前で発表して
もらう場合で，データの見え方が違うことがあるので」 (リーダー ) 
 






































たりとか，最後の追い込みみたいな感じで」 (研究員 ) 
 「早く論文を出そうっていうような意識に変わるというか…要するに，ポジテ
ィブな意見をもらったことで自信が付いて，これだったら評価されるだろうっ
ていうようなことはあります」 (リーダー ) 
 「多分ルーチンの方はあまり変化ないと思うんですけども，例えば今日もうひ
と頑張りしようとか，そういう仕事があった時にそれをできるかどうかってい
うところで，影響は出たりしますよね」 (テクニカルスタッフ ) 










6.5 センターレベルの業績管理  
















6.5.1 調査の概要  
3 つの研究室へのインタビューの後，CDB 全体の業績管理に関して，CDB の
センター長にインタビュー調査を実施した。当該調査は 2017 年 9 月 26 日の午後
1 時 10 分から午後 3 時 10 分まで，CDB 内のセンター長室で行った。このインタ
ビューには，3 つの研究室へのインタビューにも出席した，理化学研究所の管理
部門の課長の S 氏も同席した。センター長へのインタビュー調査の質問項目は，
付録 A-Ⅳで示される。センター長に対しては，CDB での業績管理について，3 つ
の研究室に対する調査と基本的に同一の枠組みでインタビューを進めた。  






運営にも携わってきた。2015 年 4 月より CDB に赴任し，調査時点ではセンター


















ニア，5 年を経過した若手，5 年を経過していない若手という 3 つのグループに
分けられ，各グループに属する研究室間では均等な予算配分が行われている。セ
ンター長によれば，短期的な業績や成果次第で予算の増減がされることはない。  



































                                                   
38 「体の成り立ちを理解し，次世代の医療に貢献する」 (理化学研究所多細胞シ
ステム形成研究センター )という一文で，基礎／応用研究の目標を表している。  
39 論文にならない成果の一例として，医療応用等の社会貢献の大きい研究成果
がある。  






















を理解，把握しないといけないとは思ってます」 (センター長 ) 
 
 会議やディスカッションとしては，まず CDB の運営に関するものとして運営
会議が行われている。運営会議では一部のリーダーと，外部からも 3 名程度が参
加して，人事や予算に関して細部の決定をしている。リーダーは，運営会議の下


































ドバックっていうのはすごく重要だなと思います」 (C 研究室・リーダー ) 
「だいたい 45 分ぐらいなんですけど，僕がお願いするのは，この 1 年で 1 番，
1 番面白いことってどんな研究成果…1 つだけでもいいから，1 番面白いこと。
あとは，ラボで困っていること…運営とか，お金が足りないとか，こういうも
のがないとか。何か足りない，困っていることはない…そんな話をするだけで





































てやってました」 (センター長 ) 
 




な評価を受けている。具体的に，リーダーは 10 年の任期の中で，2 年半，5 年，






 2 年半経過時の外部評価では，リーダーが 2 年半の研究の進捗や成果等の詳細
に関する報告書を作成し，その報告書が外部評価委員会に送付され，それに対し
て評価委員からコメントが返される。2 年半経過時の外部評価プロセスはすべて





























6.7 小括  
 本章では，理化学研究所の CDB における業績管理に係る事例研究の結果を記








査対象のリーダーは全員，5 年経過時の外部評価で 6 年目以降の契約更新が認め
られ，さらには C 研究室のリーダーは 10 年の任期満了後に大学のポストを獲得
しているため，彼／彼女らの研究の実績や価値は組織の外部からも評価されてい
ることが明らかである。  
一方，各研究室の人数は，A 研究室が 9 名，B 研究室が 14 名，C 研究室が 9 名
であり，相対的に B 研究室の規模は大きく，A 研究室と C 研究室の規模は小さ
い。ただし，A 研究室と C 研究室では，役職の構成に違いがある。具体的に，研
究補助や事務業務を主とする人数は C 研究室の方が多いため，研究を主たる業務
としその成果を求められている人数は，A 研究室の方が多い。各研究室の近年の







































                                                   






だし，その詳細は研究室によって異なる。A 研究室では，週 1 回の 1 対 1 のミー
ティングと 2 週間に 1 回のセミナーを実施しており，前者は 1 週間分の実験結果
と次にすべきことを話し合い，後者は担当者が研究の進捗状況を報告することを
目的としている。B 研究室では，週 1 回のセミナーで担当者が研究の進捗状況を
英語で報告し，これとは別に，研究グループごとのディスカッションも週 1 回設
けている。C 研究室では，全体でのプログレスミーティングと，半年に 1 回程度
の雑誌会を実施している。さらに，リーダーの不在が多いこともあり，オンライ








 CDB では，一部で，研究室間の ICS も設計され，運用されている。具体的に
は，共通の学問系統に属する 4 つの研究室が集い，1～2 週間に 1 回の頻度で開催
される神経発生セミナー，年 1 回行われる神経発生リトリートがある。調査対象





















やディスカッションであった。特に，研究を進める上ではリーダーとの 1 対 1 の


















































図表 11 と図表 12 は，本論文の分析フレームワークに沿ったインタビュー結果
の要約であり，研究室レベルとセンターレベルで分けて業績管理システムを表し









図表 11 インタビュー結果の要約 (研究室レベル ) 
 



















































































図表 12 インタビュー結果の要約 (センターレベル ) 
 










































第 7 章 追加調査  
 
 本章では，事例研究の結果を踏まえて実施した追加調査について記述する。第
1 節では調査の概要を示し，第 2 節ではリサーチサイトにおける業績管理システ
ムについて述べる。第 3 節では小括を行う。  
 
7.1 調査の概要  
 前章の事例研究との比較考察を主な目的として，2018 年 6 月 4 日の 16 時より
約 2 時間，神戸大学大学院農学研究科の一研究室に所属する D 准教授へのインタ
ビュー調査を実施した。この追加調査は同研究科内の D 准教授の研究室において
















時点で博士課程の学生 1 名，修士課程の学生 8 名，学部 4 年生の学生 5 名を受け
持っていた。卒業・修了後は，大半の学生が一般企業に就職していた。  
 
7.2 業績管理システムの概要と成果に対する影響  





しては「農場から食卓まで  (From Farm To Table)」というスローガンを掲げて
いるが，D 研究室では，常時このスローガンを意識した研究活動が行われている
わけではない。  






 DCS には，農学研究科の教員評価が該当する。これについて，2018 年 6 月 19



















































7.3 小括  
 本章では，神戸大学大学院農学研究科での追加調査について記述した。特に追





このことから，少なくとも D 研究室では，CDB の 3 つの研究室ほどには厳格な
業績管理は行われていないことが分かる。  












































8.1 研究室レベルの業績管理  


























































後者の関係について，LOC フレームワークでは，信条システムと ICS が陰陽
の陽の力，境界システムと DCS が陰の力と説明されている (Simons 1995, p.7)。
そして，信条システムと ICS は，ポジティブでインスピレーショナルな力を創り










事務仕事等である。各研究室の予算管理に関しては，Davila and Wouters (2005)
や Elmassri and Harris (2011)と同様，不測の事態に備えて余裕を持って予算を

























まず，A 研究室では，研究に従事している人数は B 研究室よりは少なく，C 研
究室よりは多い。また，A 研究室のリーダーは 3 名のリーダーの中で最も若手で
あり，調査時点では 6 年目以降の契約が更新されて間もなかった。そして，A 研
究室では，B 研究室および C 研究室と異なり，リーダーと研究員等との 1 対 1 の
ミーティングが定期的に行われており，他の研究室との研究関連のインタラクシ
ョンは少ない。  
次に，B 研究室は，人数の面で最も規模が大きい。そして，調査対象の 3 名の
リーダーの中で，B 研究室のリーダーは最も年長であり長い研究経歴を持つ。B
研究室では，全員でのセミナーとグループごとのディスカッションは定期的に行




最後に，C 研究室は，研究に従事する人数が 3 つの研究室の中で最も少ない。























図表 13 研究室レベルの業績管理システム  
 
構成要素／専門性  高い  低い  
信条  目標・理念【〇】  該当なし  
境界  倫理規程【〇】  行動規範【△】  
DCS 業績・成果の評価【〇】  該当なし  



































いるかを確かめることである。したがって，この評価は DCS よりも ICS の性格
が強いとも考えられる。このことを踏まえると，センター長からリーダーに対し















































図表 14 センターレベルの業績管理システム  
 
構成要素／専門性  高い  低い  
信条  ミッション【〇】  該当なし  





への評価 42【〇】  













8.3 研究室レベルとセンターレベルの業績管理の関係  








                                                   


























































































































ケージの概念に着目し，Simons (1995)の LOC フレームワークを用いた。専門職
組織を対象としたこれまでの研究では，コントロールの利用法としての DCS と
ICS が注目され，これら 2 つだけが援用されてきた傾向があった。これに対し，
本論文では，専門職の文脈における信条システムや境界システムの存在と意義を
示した。このことから，専門職組織においても LOC フレームワークの 4 つの構
成要素が機能していることが分かる。この点を詳細に述べると，特に信条システ
ムと ICS の重要性が相対的に大きいといえる。  
 コントロールの利用法について，先行研究では，専門職組織におけるインタラ
クティブコントロール (Abernethy and Brownell 1999; Chong and Mahama 
2014; de Harlez and Malagueño 2016)，イネーブリングコントロール (Jørgensen 
and Messner 2009)，創造性を必要とする場合の主観的業績評価 (Grabner 2014)
等の有効性が明らかにされてきた。ただし，診断的／強制的なコントロールや，









































































図表 15 先行研究の視点に基づく考察の要約  
 
先行研究の視点  考察の要約  





























参加型予算の先行研究 (Elmassri and Harris 2011; Parker 










第 9 章 結論  
 
 本章では，本論文の結びとして，第 1 節において結論，第 2 節において学術的
ならびに実務的な貢献，第 3 節において限界および将来の研究の方向性を述べる。 
 









える影響に関して，以下の 3 つの結論を提示する。  






































9.2 本論文の貢献  
 本論文には，以下の学術的貢献と実務的貢献が期待される。まず，学術的貢献





































9.3 本論文の限界および将来の研究の方向性  
 本論文の結果ならびに結論を解釈する際には，同時に限界についても考慮しな
ければならない。本論文には，以下の 3 つの限界が存在する。  
 第 1 に，研究対象に関連する限界である。本論文はわが国の 1 つの研究機関内
の 1 つのセンターに属する 3 つの研究室を対象とした研究であり，パイロット調
査と追加調査を含めても 3 つの研究機関への接触を得たに過ぎない。したがって，
研究対象を超えた本論文の結果の一般化は，困難であると同時に注意を要する。  
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a )ミッションステートメント，目標，理念  
b )行動規範や倫理規程  
c )結果や成果のモニタリング，評価 (業績や成果を測定する具体的な量的・質的
指標も併せてお答えください ) 
d )各種会議やディベート，組織内の共通用語  
e )その他  
 
③  ②でご回答いただいた制度や慣習は，以下のいずれに当てはまりますか。  
a )貴研究所の外部から課されている  
b )貴研究所や貴部門の内部で独自に構築されている  





a )直属の上司からの指示による傾向が強い形態  
b )部門のメンバーの経験，アイデアや意思が十分に反映される形態  
c )a と b の併用あるいは折衷型  








⑥  ご自身の研究活動への意欲は以下のうちいずれによって最も高まりますか。  
a )ご専門の研究領域への興味・関心  
b )研究を行うプロセス  
c )社会に対する研究成果  



































a) ミッションステートメント，目標，理念  
b) 行動規範や倫理規程  
c) 結果や成果のモニタリング，評価 (業績や成果を評価する具体的な量的・質
的指標も併せてお答えください ) 
d) 各種会議やディベート，組織内の共通用語  
e) その他  
 
③  ②でご回答いただいた制度や慣習は，以下のいずれに当てはまりますか。  
a) 貴研究所の外部から課されている  
b) 貴研究所や貴チームの内部で独自に構築されている  





a) 直属の上司からの指示による傾向が強い形態  
b) チームのメンバーの経験，アイデアや意思が十分に反映される形態  
c) a と b の併用あるいは折衷型  









⑥  ご自身の研究活動への意欲は，以下のうちいずれによって最も高まりますか。  
a) ご専門の研究領域への興味・関心  
b) 研究を行うプロセス  
c) 社会に対する研究成果  

















⑪  その他，本調査へのご意見やご感想があればご自由にお答えください。  
 
 
















a) 目標，理念  (センターの目標，ラボの目標，個人の目標など ) 
b) 行動規範や倫理規程  (ラボのルール，研究倫理など ) 
c) 業績・成果の評価  (センターからの評価，ラボ内での評価など。目標と実績
の比較が行われていますか。また，業績や成果の測定に適用される具体的な
指標も併せてお答えください ) 
d) ラボ内・ラボ外での会議やディスカッション  





a) チームリーダーやセンター長からの指示による傾向が強い形態  
b) チームのメンバーの経験，アイデアや意思が十分に反映される形態  
c) a と b の併用・折衷  




a) ご専門の研究領域への興味・関心  
b) 研究を行うプロセス  
c) 社会に対する研究成果  










⑥  ご自身は，センター長 (その他上司 )から評価を受けていますか。評価を受けて
いる場合，どのような評価を，どのようなスパンで受けていますか。また，評


















                                                   
44リーダーへの質問項目⑦に関して，研究員およびテクニカルスタッフには「チ
ームリーダーは貴チーム内でどのようなリーダーシップを発揮されているとお考


















a )目標，理念 (センターの目標，理念など ) 
b )行動規範や倫理規程  (センターの規則や研究倫理など ) 
c )業績・成果の評価  (評価の具体的な量的・質的基準も併せてお答えください ) 
d )センター内でのミーティングやディスカッション  (具体的な内容も併せて
お答えください ) 
e )その他 (外部評価委員会，学会，他センターとのつながりなど ) 
 
④  ③でご回答いただいたシステムは，以下のいずれに当てはまりますか。  
a )貴研究所の外部から課されている  
b )貴研究所や貴センターの内部で独自に構築されている  




a) センター長や理事長などの方針による傾向が強い形態  
b) 管轄下にあるチームリーダー等のアイデアや意思が反映される形態  
















































(１ ) 予算を自由に使えず，研究活動に制約が生じたこと  
(２ ) 予算額が足りず，研究活動に制約が生じたこと  







ております 46。  
 
④先生は，2017 年 8 月時点でチームリーダーとして何年目を迎えていらっし
ゃったでしょうか 47。  
 




46 A 研究室は神経系には該当しないため，質問項目③は B 研究室と C 研究室の
リーダーにのみ提示している。  























 神戸大学大学院農学研究科の D 准教授ならびに総務課のご担当者様には，本論
文の改善のために，たいへん急な追加調査のお願いを快く引き受けていただきま





































2018 年 7 月 17 日  
佐々木 多恵  
